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○

特別支援体制を充実する

学校では対応しきれない不登校や問題を抱える幼児児童生徒及び発達障害のある幼児児童生徒への対応を支援
し、すべての幼児児童生徒が生き生きとした学校生活が送れるよう、この事業を開始した。

○ふれあい共育推進
特別な支援が必要な児童生徒に対し支援を行うふれあい共育推進員を配置

○特別支援体制の推進
障がいのある児童生徒への教育支援体制の推進

○学校適応支援
問題を抱える児童生徒及び保護者への教育相談や、特別な支援が必要な児童生徒に関する巡回指導等の

ため、教育相談員、スクールソーシャルワーカー及び生徒支援員を配置
○ことばの教室巡回指導
「ことばの教室」での指導を必要とする児童に対する巡回指導のため、ことばの教室巡回指導員を配置

特別支援事業費

担当課長

事業手法の詳細１

１．ふれあい共育推進 34,275千円
特別な支援が必要な児童生徒に対し支援を行うふれあい共育推進員を配置（小学校18校・中学校11校へ47人

配置）

２．特別支援体制の推進 2,105千円
障がいのある児童生徒への教育支援体制の推進

３．学校適応支援 20,197千円
・問題を抱える児童生徒及び保護者への教育相談や、特別な支援が必要な児童生徒に関する巡回指導等のため
、教育相談員（5人）、スクールソーシャルワーカー（2人）及び生徒支援員（5人）を配置
・適応指導教室「風の子ひろば」の運営、適応教室外活動業務委託

４．ことばの教室巡回指導 9,704千円
「ことばの教室」での指導を必要とする児童に対する巡回指導のため、ことばの教室巡回指導員（4人）を

配置
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意見・要望等の状況

○特別な支援が必要な児童生徒の増加及び不登校傾向にある児童生徒の抱える悩みの複雑化などから、この事
業の継続・発展要望が学校等から多く出されている。
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